
スウェーデン過疎地における

地域再生運動と支援システム（下）
―「イェムトランドモデル」を支える構造―

Local Activity and the Support System in Sparsely Populated Area of Sweden (2)

小内 純子

３．「イェムトランドモデル」を支える

システム

これまで冒頭に掲げた３つの課題のうち，

イェムトランド県が現在の地域的特徴を形成

するに至った経緯と，「イェムトランドモデ

ル」とは如何なる活動スタイルかという点に

ついてみてきた（以上上巻）．以下では３番目

の課題であるイェムトランド県の地域再生運

動を支えるシステムを把握し，そのスウェー

デン的特徴を明らかにすることを試みる．

第２章第３節と第４節でみたように，「イェ

ムトランドモデル」という活動スタイルにお

いて，「公的サポート」と「外的刺激とサポー

ト」がきわめて重要な位置を占めている．結

論を先取りして言えば，最大のスウェーデン

的特徴は，この２つのサポート体制が，全国

レベルで確立され，それぞれが国―県―地方

自治体各レベルで連携し合いながら，各地の

地域づくり活動を様々な側面からサポートし

ている点にある．

表11は，スウェーデンにおける地域再生活

動をサポートする主な機関・組織を，イェム

トランド県に即して概観したものである．サ

ポート体制は，公的事業機関，研究機関，大

衆運動支援機関の３つに大きく分かれ，それ

ぞれが国―県―地方自治体各レベルでサポー

ト体制を構築している．このうち行政事業機

関に属するものが必須の三角形の「公的サ

ポート」に，大衆運動支援機関が「外的刺激

とサポート」を行う機関にほぼ対応する．以

下では，第１節で「公的サポートシステム」

について，第２節で「外的刺激とサポートシ

ステム」についてみていく．

３－１ 公的サポートシステム

３－１－１ コミューンと県行政庁

まず，公的セクターおいて地域の再生運動

にとってもっとも身近な存在は，やはりコ

ミューンと県行政庁である．なかでもイェム

トランド県の８つのコミューンは，それぞれ

独自の地域開発機関を有し，地域再生に取り

組んできた．こうした機関は，初めこそ優遇

措置を設けて企業を外から誘致してくること

に熱心だったが，次第に，地元住民のイニシ

アチブにたった地域再生運動の重要性を認識

するようになり，1990年代にはそうした活動

にも投資するようになってくる（Ronnby,

1995:259-260）．

また，県行政庁は，国の方針を受けて，県

としての地域開発の方針を策定し，地域が進

むべき方向を示す ．政府の地域政策のほと

んどは，県行政庁を介して実施され，補助金

も県行政庁から支給される．1993年，94年の

予算では1.3億 SEKがイェムトランド県に

配分され，独自予算も加えると約1.6億 SEK

が地域政策に投じられている（Ronnby,1995:

341）．
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３－１－２ 国と県の諸機関

一方，地域開発に関わる国や県の各種機関

が果たしている役割も大きい．とりわけ関わ

りが大きい機関として，国の機関である

Nutek（スウェーデン産業・技術開発庁），

GBV（全スウェーデン農村部開発機関），

ALMI（ビジネスパートナー公的企業），国の

研究所である ITPS（スウェーデン経済成長

研究所) ，及び県の機関である JiLU（イェム

トランド地域開発局）がある．以下では各機

関の活動について簡単にみていく．

⑴Nutek（スウェーデン産業・技術開発庁）：

Nutekは，地域開発に関わる国の諸機関のな

かで最も重要な役割を担っている．新しい事

業の創出，より一層の事業の成長と並んで，

より強い地域の創造を促進することを使命と

する機関である．事業開発と地域再生を支援

することで持続可能な経済成長と繁栄を促進

することを目指している．ストックホルムの

本部では約200人のスタッフが働き，その支

所は各地に置かれている．その１つがエステ

ルスンドに存在し，スタッフの数は約35人で

ある．

Nutekの活動領域は，①インターネットや

電話による起業家への案内，②起業に関する

法律や制度の改善，③起業家活動に関する知

識の普及と奨励，④中小企業の成長のために

必要となる条件の整備，⑤事業に対する資金

援助，⑥観光産業の振興，⑦スウェーデン環

境技術会議（SWENTEC）の開催，⑧地域の

成長プログラムの作成と実施，⑨地域の成長

と雇用の増大に対するサポート，⑩ EUの地

域構造基金プログラムの運営などである．

このようにNutekは，単に企業の成長のみ

ではなく，それを通じた地域の持続可能な発

展を目指した活動を担っている．その際，中

小企業を始め，女性や移民による起業や協同

組合の形態をとる起業の推進に関して特別な

主導的役割を果たすことが目的として謳われ

ている．

⑵ GBV（全スウェーデン農村部開発機関）：

GBVは，1991年にエステルスンドに設立さ

れた国の機関である．活動の責務は，農村地

域（Rural areas），人口希薄地域（Sparsely
 

populated areas），島嶼（achipelagos）の発

展に関する研究と報告・提案を行うことであ

る．これらの地域の優れた点を強調し様々な

分野に働きかけることで，地方に住んでいる
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表11 スウェーデンにおける地域開発（再生）活動に関するサポートシステム（イェムトランド県の場合)

公的事業機関 研究機関 大衆運動支援機関

国 Nutek（スウェーデン産業・技術

開発庁）

GBV（全スウェーデン農村部開

発機関）

ITPS（スウェーデン成長政策

研究所）

ALMI（ビジネスパートナー公

的企業）

SLU
（Swedish University of Agri

 
cultural Sciences）

［ALI（労働生活研究所）］

全国コンパニオン（Coompan
 

ion）協議会

（スウェーデン地域協同組合開

発センター）

全国市民活動評議会

［全国女性資源センター］

-

-

県 県行政庁

JiLU（イェムトランド地域開発

局）

Nutek支所

ALMI支社

中央スウェーデン大学 コンパニオン（地域協同組合開

発センター）

県市民活動評議会

［イェムトランド全国女性資源

センター］

コミューン ８つのコミューン

資料：各種資料，及びインタビューより作成
注：［ ］内は2008年３月現在閉鎖されている機関を表す．
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人々の生活条件と発展機会の拡大に寄与する

ことを目的としている．そのため，これらの

地域の生活条件をいかに改善するかについて

の提案を行っている．エステルスンドにある

が，全国を事業の対象範囲としており，スタッ

フは33人を数える．

活動分野は，①必要な教育と訓練に関する

提案，②雇用の創出のための提案，③住宅供

給で障害になっている点の明確化，④インフ

ラと通信の整備に関する提案，⑤人口に関す

る研究，⑥地域発展政策への協力，⑦国内・

国際的な調査の実施と結果の普及，⑧地方に

必要とされるサービスの把握，⑨統計と分析

方法の開発，の９つである．

このように農村部開発機関の主な仕事は，

地方に対する調査研究を進め，それを通じて

障害になっている点や改善すべき点の提案を

行うことである．その成果は報告書にまとめ

られ毎年刊行されている．また，地域の実態

をより的確に把握するために独自の地域類型

の方法を提案するなどの成果をあげている

（第１章第２節参照）．さらに，全国を250m

のエリアに分け，エリア内のサービスの利用

や人口移動など様々な変化を地図に表すとい

う，独自の事業にも継続して取り組んでいる．

⑶ALMI（ビジネスパートナー公的企業）：

ALMIは，主に技術革新企業，新規創業者，

経営革新を進める中小企業に対して，コンサ

ルティング及び金融支援を行う公的企業であ

る．1994年に24の地域開発ファンドを再編

して，政府により設立されている．

ALMIは，国によって所有され，各県にあ

る21の子会社からなるグループの親会社で

ある．51％は親会社による所有で，他は，県

議会，地方当局，コミューンの協力団体によっ

て所有されている．雇用者の数は約450人で

ある．事業活動は各地域の実情に合わせ子会

社中心に行われる．親会社の仕事は，経営，

調整，生産活動の発展，さらにはグループ内

の広範な機能に対するサービスである．

ALMIは，会社の現況，事業内容，市場可

能性を分析した上で，必要な資金総額の最大

50％までの融資を提供するが，ほとんどの場

合，融資提供額は約20％となっている．融資

の条件は，個々で異なるが，高いリスクを伴

うことから商業融資より高い利率が設定され

ている．ALMIから融資を受けた実績と会社

の事業計画が判断材料となって，商業融資を

利用する道が開かれる場合もある．このよう

にALMIの融資は，既存の商業融資を補う性

格を持っている．ALMIの貸し付け作業は自

己資金で行われ，運営と日々の作業は所有者

からの年間の補助金によって賄われる．

⑷ ITPS（スウェーデン経済成長研究所）：

ITPSは，経済成長に関する統計データを収

集・分析し，政府の政策を評価するための調

査研究機関である．それ以前にあった SIR

（Sweden Institute for Regional Research）

が再編されてできた機関で，エステルスンド

には2001年に設立されている．現在は，ス

トックホルムに本部があり，海外にはブ

リュッセル，ワシントン，ロスアンゼルス，

東京，北京に事務所がある．

ITPSの目的は，経済成長の決定要因に関

する関連情報を明らかにし，普及させること

である．これまで成長政策の分野で政策決定

者が直面してきた４つの主要な課題にアプ

ローチしてきた．４つの課題とは，①国際競

争力の向上，②産業の再構築と原動力，③地

域再生，④技術変革と開発である．ITPSは，

これら４つの分野の知識を発展させるため

に，①産業の構造と原動力に関する統計的な

記述と分析，②産業の開発と革新に関する国

と地域の政策に対する評価，③他国の政策経

験から学ぶ政策理解力，の３つをツールに用

いて研究を進めてきている ．

⑸ JiLU（イェムトランド地域開発局）：JiLU

は，イェムトランドの地域再生と教育に貢献

する機関である．2002年に設立された県の組

織で，スタッフは約140人である．資金は，
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10％は県から，残り90％は競争的資金から獲

得している．2006年の調査時点には，15の

EUプロジェクトが並行して実施されてい

た．また，JiLUは，エステルスンド近郊の

オースに農業大学（専門学校）を所有してい

る．スウェーデンでは，1999年に教育行政は

コミューンに委託されたが，この学校は県が

運営に責任をもっており，その意味では例外

的な存在である．農業大学には動物の飼育，

馬，農業，林業の４つの専攻があり，16～19

歳の若者約200人が通っており，そのほとん

どは女性で占められている．

JiLUは，県議会，県内のコミューン，他の

公的な組織や民間の組織と協力して，イェム

トランド県の将来の教育と開発に関して重要

な貢献をしている．JiLUは人々が出会い，彼

らの将来の計画を発展させる場所である．農

業大学の学生から農村の雇用者や企業家に至

るまで，幅広い層を対象にした活動を行って

いる．農業や林業に関しても従来の生産分野

のみならず，ツーリズムや農産品加工・販売，

レストラン経営などの分野も重視しており，

若者の教育，特に農業教育には力を入れてい

る．農業教育は田舎に住んで起業する次の世

代を育てる点でも決定的な意味をもつからで

ある．また，JiLUは，さまざまな研究にも取

り組んでおり，ノルウェーなど６大学，５つ

の国にまたがる８つの研究所と協力関係にあ

る．

以上のように公的なサポート体制は，コ

ミューンと県行政庁を中心に，各種の国や県

の諸組織が，研究，助言，財政，教育，起業

など様々な面でサポートする体制が組まれて

いることがわかる．

３－２ 外的刺激とサポートシステム

それでは，外的刺激とサポートシステムは

どのようになっているのだろうか．表11の大

衆運動支援機関がほぼこれに対応する．〝触

媒"としてのコミュニティワーカーやプロ

ジェクトリーダーが活動の足場を置く組織で

もある．これは地域住民の活動を現場で支え

る機関と言うことができる．インタビューの

なかで，「公的サポート」をトップダウン型の

サポート，「外的刺激とサポート」をボトム

アップ型のサポートと性格づける者も複数存

在した．スウェーデンではこのボトムアップ

型のサポート体制が，全国的に組織されおり，

しかもそれが設立から運営に至るまで，国や

県などの公共機関から大きなバックアップを

受けている点に，スウェーデン的とも言える

大きな特徴がある．

1980年代に始まるイェムトランド県の地

域再生運動の原動力となった３つ運動は，い

ずれもそれぞれ全国的に設立された支援機関

のサポートを受けて活動を展開してきてい

る．ここでは，３つの支援機関についてそれ

ぞれその活動状況をみていく．

⑴市民活動評議会（Folkrorelseradet/Popu
 

lar Movement Council for Rural Develop
 

ment in Sweden）

-

-

まず，ボランティアグループの活動をサ

ポートする組織が全国市民活動評議会であ

る．全国のボランティアグループの活動は，

1987年からスウェーデン政府がNGOと協

力して推進した「スウェーデン全体で生き残

る」というキャンペーンを通じて盛り上がっ

ていく（第２章第２節参照）．その流れのなか

で，スウェーデン政府主導で，1989年に地方

開発会議が開催され，その場で全国市民活動

評議会が設立される．全国組織の設立に政府

が大きく関与したことがわかる．

全国市民活動評議会の活動の目的は，①地

方開発を刺激し，サポートすること，②地方

活動グループ間のコミュニケーションと協力

を強めること，③国家レベルでNGOの活動

と協力すること，④村グループの代弁者とし

て活動すること，⑤世論や政策決定に影響を

与えること，にある．

2007年現在，全国4,300の村活動グループ
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があり，県レベルはもちろんのこと，290ある

コミューンのうち約100ではコミューンレベ

ルの協議会が結成されている．村活動グルー

プに直接関わっている人が全国に約10万人

いるほか，スウェーデンの人口の３分の１に

当たる約300万人が活動からなんらかの影響

を受けていると言われる．

全国市民活動評議会の会員は4,300の村活

動グループと53の国内NGOである．総会

は，50％が村活動グループの代表と50％が

NGOの代表によって構成される．理事会は

12人の会員と議長で運営され，やはり活動グ

ループとNGOが半々の構成となる．オフィ

スはストックホルムにあり，スタッフは5.5

人である．

２年に１回，村活動グループの代表と他の

関心がある人々が，地方の問題を話し合うた

めに「地方議会（Rural Parliament）」に集ま

る．会議の主目的はグループ間の交流にある

が，自分たちの活動を世間の人々にアピール

するという狙いもある．この議会はすべての

人に開かれており，毎回外国からのゲストの

他，1,000～2,000グループが参加する．なお

年１回，成果をあげたグループとコミューン

を表彰する制度がある．

全国市民活動評議会の年間予算は約1,700

万 SEK，そのうち約1,300万 SEK（76.5％）

はスウェーデン政府から出ており，残りはメ

ンバーの会費やプロジェクトの補助金で賄わ

れる．財政面でも政府から受けている支援は

大きい．

また，全国市民活動評議会は，ヨーロッパ

諸国間で形成されているネットワークと協力

関係にある．例えば，1994年にスウェーデン

からの呼びかけで，「北欧全体で生きる」（The
 

Hela Norden ska leva）をスローガンとする

組織が結成されている．会員は，スウェーデ

ン，ノルウェー，デンマーク，フィンランド，

アイスランド，エストニアの６カ国である．

一方，全国市民活動評議会は，下部組織と

して県毎に県市民活動評議会と呼ばれる支部

を置いている．県市民活動評議会が地方の開

発グループに対して情報提供や助言などを行

うとともに，県内の問題の解決を図っている．

イェムトランド県の場合は，ボランティアグ

ループが，「村フォーラム（Byforum）」を結

成している．1995年頃，イェムトランド県に

は約300のボランティアグループが存在し，

それらが「村フォーラム」に結集していた．

理事会は８つのコミューンの村グループの代

表と議長で構成されている．「村フォーラム」

の目的は，県内の村グループ同士を結びつけ

たり，村グループと全国市民活動評議会とを

つないだりすることである．経験交流をした

り，活動で協力したり，世論を形成したり，

行政当局へのロビー活動を展開したりしてい

る．1995年頃は，国の道路委員会に対して道

路を直すように要請も行っている（Ronnby,

1995:333-334）．

４，５年前に「村フォーラム」は，「県村活

動評議会（Lasbygdera○det）」に再編され，新

たに会費が徴収されるようになった．現在は，

イェムトランド県には400を超える村グルー

プが存在するが，県村活動評議会に登録する

グループは約120である．県村活動評議会が

窓口になって，県行政と交渉したり，意見を

述べたりしている ．

⑵コンパニオン（Coompanion）

新しい協同組合運動をサポートする組織は

コンパニオンである．公共行政省（the Minis-

try of Public Administration）のサポートの

もと，1986年に協同組合評議会（Cooperative
 

Council）が地域協同組合開発局（CDA）を設

立することを決定し，それ以降，各地に開発

局が結成され，ネットワーク化が進められて

いく（Grut:1995）．この場合も政府が各地の

組織の結成を促す役割を果たしている．2006

年末からは名称がコンパニオンに統一され，

現在はこの名の下で活動が展開されている．

現在，コンパニオンは全国に25局あり，従
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業員は130人を数える．2006年の取引総額は

約１億 SEK，会員総数は900である．コンパ

ニオンの財政基盤は，３分の２が地域の団体

や公的機関からの助成金，コンサルタント収

入，EUからの補助金によって成り立ってい

る．残りの３分の１は，国がNutekを通じて

資金提供している．2006年の国の支援金は

3,500万 SEKである．国を始めとする公的機

関の財政的支援はやはり大きい．

全国に散らばるコンパニオンを結ぶ協議会

（The Swedish Association of Cooperative
 

Development Agencies）を結成したのは

1994年のことである．協議会は，社会的政治

的な監視とロビーイング活動を行うととも

に，共同の方法，事業開発，能力開発，意見

形成に取り組んでいる．1999年以来，１年に

４回ジャーナル「社会的経済」を発行し，

COOMPANION，協同組合，社会経済に関す

るインターネットサイトを運営している．

コンパニオンの重要な仕事は，地域住民自

身が自分たちのアイディアを実現したり，事

業を起こしたり，発展させたりすることに協

力することである．アドバイスや情報の提供，

学習機会やトレーニングの場の設定，関連出

版物の発行などを行っている．情報やアドバ

イスの提供は無料で行われる．その際，スタッ

フは，協同組合の設立・運営は，民主主義を

発展させ，社会的経済の動きを広めることで

あるという自覚のもとに支援事業に取り組ん

でいる．2006年には，全国でアドバイスを受

けた者が約5,000人，情報提供を受けた者が

約22,000，サポートを受けて設立した協同組

合は385にのぼっている．

協同組合の数は，コンパニオンが設立され

てからその数が特に増え始め，1990年代前半

から1996年までは毎年300～350の協同組合

が設立されている．表12は1997年から2006

年の活動分野別組合数の変化を見たものであ

表12 協同組合（住宅組合を除く）の活動分野別組合数（1997年，2006年)

実 数 比 率 増加率

1997年 2003年 2006年 1997年 2006年 1997→ 2006

農業，狩猟，林業 113 162 2.5 2.5 43.4

製造業 142 280 3.2 4.3 97.2

電気・ガス・暖房・水道供給 129 214 2.9 3.3 65.9

小売業・修理業 408 498 9.1 7.7 22.1

ホテル及びレストラン業 137 190 3.0 2.9 38.7

運送業，倉庫，交通 274 292 6.1 4.5 6.6

不動産，賃貸，企業サービス（住宅組合以外） 906 1,729 20.1 26.6 90.8

教育 (75) (211) 1.7 (181.3)

(2003年以前は保育所業務を含まない ) 1,259 1,295 19.9 2.9

医療，社会サービス，獣医業 (1,023)(1,252) 22.7 (22.4)

(2003年以前は保育所業務を含む ) 204 238 3.7 16.7

その他の社会及び個人サービス 802 1,234 17.8 19.0 53.9

その他 91 112 2.0 1.7 23.1

分野不明 407 253 9.0 3.9 －37.8

計 4,507 6,497 100.0 100.0 44.2

資料：COOMPANION “Kooperativt foretagande okar mest-och overlever langst”2007より作成
注： 「保育所における児童福祉」は「社会サービス」分類されていたが，2003年より「前学校教育」と定義さ

れるようになった．
「保育所における児童福祉」を含めずに計算した変化率（1997～2003年）
「保育所における児童福祉」を含めて計算した変化率（1997～2003年）
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る．1997年から2006年にかけて協同組合の

数は4,507から6,497へ増加しており，分野

別には，かつて協同組合の中心だった保育所

（親協同組合）の増加率は低く，かわって多様

な分野で協同組合が設立されていることがわ

かる．

イェムトランド県にKUJ（コンパニオンの

前身）が結成されたのは1987年である．当初

は，事務所を中央スウェーデン大学構内に構

えたが，翌1988年に，オースに移転している．

大学から自由になり，新しい協同組合運動の

実践により近いところで活動をするためで

あった（Ronnby,1995, 1997, Grut, 1995）．

イェムトランド県におけるKUJの開設に繫

がる動きは，先に第２章第２節でみたように，

中央スウェーデン大学の教員を中心にすでに

1980年初めからみられた．むしろこうした

イェムトランド県で先行する動きを，国が吸

い上げて全国的な組織化を進めていったとみ

ることができる．スウェーデンでは比較的よ

く見られる手法である．

イェムトランド県のコンパニオンの事務所

は，現在中央スウェーデン大学構内に置かれ

ている．2004年にオースからエステルスンド

に再び移転した．現在のスタッフは２人．コ

ンパニオン自体が協同組合の形態をとってお

り，協同組合のメンバーは県と８つのコ

ミューン，４つの既存の大きな協同組合，63

の小さい協同組合から構成されている．財政

基盤は，2007年で，国から90万 SEK，県と

８つのコミューンから合わせて58万 SEK，4

つの大きな協同組合から計２万 SEK，小さな

協同組合から計約2.5万 SEK，EUプロジェ

クトとして約80SEKで，総額約230万 SEK

となっている．国と EU以外は，協同組合の

メンバーの会費という性格をもっている．国

からの助成金が収入の約４割，県とコミュー

ンが会費として納める分を合わせると実に

64％が行政からの収入で，やはりその占める

割合は大きい．

前述したように，イェムトランド県は協同

組合活動が盛んな地域である．1993年には，

イェムトランド県には120の協同組合があ

り，そのうち約60が親協同組合型保育所で

あった．その後，2001年に188（うち親協同

組合型保育所42），2006年に222（同32）と

推移している ．親協同組合型保育所は減少

してきており，ここでも協同組合の多様化が

進んでいる．

イェムトランド県のコンパニオンの代表者

に対して行ったインタビューによると，組織

の拡大・充実とそのための資金の獲得が現在

の課題として指摘された．イェムトランド県

の将来にとって社会的経済の発展は重要な位

置を占めており，コンパニオンはそこでプ

ラットホームの役割を果たす立場にある．そ

のためには現在のスタッフ２人の体制を拡充

し，組織の充実を図る必要があり，そのため

の資金を確保しなければならない．他のコン

パニオンのなかには県からの資金援助が少な

く苦労しているところもあるが，イェムトラ

ンドは県やコミューンとの関係は良好で，そ

の点では問題はない．しかし，収入の３分の

１を占める EUプロジェクトからの基金は必

ず獲得できるという保障がないため，将来を

見越して組織の充実を図ることが難しい状況

にある．現時点は，ちょうど１つのプロジェ

クトが終了し，次のプロジェクトに申請して

いる時期にあたるため，特にこの点が問題と

なっている．EUプロジェクトのもつ問題の

一端を語ってくれた ．

⑶女性資源センター

地域再生運動の原動力の３つ目にあげた女

性の活動は，1991年からスタートする女性プ

ロジェクト（クビンヌムプロジェクト）と，

その流れのなかで形成されていった女性資源

センターから活動のサポートを受けてきた．

スウェーデン政府が，各県に女性に関する

施策策定の指示を出したのは1984年のこと

である．イェムトランド県では，1989年に，
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県行政庁とコンパニオンなどの主催によって

女性セミナーが開催されている．県内で活動

する53人の女性が出席し，今後の活動につい

ての話し合いが行われた．

このセミナーの結果を受けて，1990年に，

1991～1994年の県の行動計画書が作成され，

３年間のクビンヌムプロジェクトがスタート

する．1991年には，県行政庁により「Hardda」

（イェムトランド地方の方言で「半分，片割れ」

という意味．「人類の半分を占める女性たち」

という意味が込められている）という名前で，

イェムトランドの実情に即したより具体的な

活動指針が出された．このように女性の活動

は，県行政のなかで進められていく．とはい

え，このプロジェクトは県行政庁に属するも

のであるが，女性活動組織は，「活動形態を自

分達で見つけ出す裁量と，組織や団体間の壁

を気にせずに活動する権利及び義務を有す

る」ことが認められていた（Forsberg,2002:

40）．

プロジェクトの最大の目的は，若い女性が

暮らしやすい地域，他出した女性が戻って来

るような環境を作ることにおかれた．そのた

めに，①女性の必要に合った教育と訓練の開

発を行うこと，②研究者と女性のあいだに協

力関係を確立すること，③雇用の開拓と創造

のために女性の潜在力を高めること，④クビ

ンヌムを女性のための出会いの場所にするこ

と，⑤国際的なネットワークづくりを進める

こと，⑥民主的な働き方をサポートすること，

が目指された．活動の対象は25～60歳の女性

におかれた．

クビンヌムプロジェクトの推進母体は，マ

ネージメントグループとワーキンググループ

から構成されている．マネージメントグルー

プは，県行政庁，県議会，県労働委員会，コ

ミューンの地域組織，開発財団などの組織の

上級代表者で構成され，初期には県知事が議

長を務めた．ワーキンググループは，女性問

題に関心がある重要な組織の上級職員と，コ

ミューンによって推薦された50人の女性か

らなるリファレントグループによって構成さ

れた．この推進母体をみる限り県主導の組織

編成が行われたようにみえるが，女性の問題

に取り組むために関連する多くの団体や組織

が集まり，それに女性のリファレントグルー

プも加わって広範なパートナーシップが形成

された点に関しては，むしろ積極的な評価が

下されている ．

実際の活動は，３人のプロジェクトリー

ダーによってすすめられていく．３人のうち，

２人は民間の女性で，もう１人は県の男性職

員であり，プロジェクトリーダーの構成にも

県との協力関係が表れている．プロジェクト

リーダーは，オースのコンパニオンが入って

いる建物の中にある事務所を拠点として活動

を行った．彼女たちの最も重要な活動は，女

性のあいだのネットワークづくりを進めるこ

とにあった．そのためにプロジェクトリー

ダーたちは，女性グループのニーズに合わせ

て，草の根の相談やニーズの把握に多くの時

間を割いた．そのボトムアップ型の活動スタ

イルのことを，当時のプロジェクトリーダー

は「イェムトランドモデル」と表現した

（Braithwaite,2006:134）．活動を通して新し

い女性のネットワークが構築される際には，

１グループ当たり15,000krの補助金が，県

行政庁，Nutek，各コミューンから支給される

など，財政的援助も行われた（Ronnby:1995:

351-352）．

この３年間のプロジェクトは，第２章第２

節でみたように大きな成果を得て終了してい

る．このイェムトランドの活動は，全国的な

女性運動に影響を与え，その広がりのなかで，

Nutekの指導下，全国的な組織化が進められ

ていく．それが女性資源センターの設立であ

り，イェムトランドにも全国組織の１支部と

して「女性資源センターinイェムトランド」

（非営利アソシエーション）が結成された．プ

ロジェクト終了後の活動はこの組織に引き継
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がれていく．ここでもやはり特定の地域で取

り組まれ成果をあげた活動を，国が吸い上げ

全国に関連組織をつくりあげるという手法が

取られている．

しかし，女性の活動を支援するこの組織は，

1999年には閉鎖されてしまう．この組織が短

命に終わった背景には，女性運動を取り巻く

状況の変化があった．その１つは県行政庁の

取り組む姿勢の変化である．女性プロジェク

トに初期から関わり，ボトムアップ型の活動

スタイルに理解を示していた県職員のプロ

ジェクトリーダーが配置換えになり，活動を

上からコントロールするタイプの担当者に変

わったことにそれは端的に表れている．２つ

目の変化は，1995年に EUに加盟し，活動資

金として EU基金を獲得する必要がでてきた

ことによる影響である．EU基金を獲得する

ためには，プロジェクトの申請時に期待され

る結果と効果を申請書に記入する必要があ

り，自由な発想で活動するクビンヌムの活動

スタイルとは相容れないものがあった．クビ

ンヌムの活動の場合，「やってみなければ何が

出てくるのかわからない部分がある」（元プロ

ジェクトリーダーの発言）という面があった．

つまりこの段階になると，担当者の人事に関

しても，申請の方法に関しても，活動に上か

ら枠がはめられる傾向が強まっていくことに

なる．

さらに，1996年頃から「メインストリーム」

という概念が導入されることにより事態は決

定的になる．「ジェンダーメインストリーム」

とは，あらゆる政策，施策，事業などにジェ

ンダー格差解消の視点を組み入れることを指

すが，ここでは，もはや女性に対しての特別

な施策は必要ない点が強調された．こうした

変化のなかで，活動もプロジェクト事業のみ

に縮小され，それに伴いスタッフや助成金が

削減され，初期段階から活動を支えてきたプ

ロジェクトリーダーも組織を去ってしまう．

最終的には，1999年に，Nutekが進めていた

全国レベルの女性資源センターは廃止され，

女性の活動は通常業務の中へ統合される．

イェムトランド県でも，2000年，クビンヌム

の活動の拠点がオースからエステルスンドへ

移され，プロジェクト活動の大部分は廃止さ

れるとともに，女性資源センターは解散に至

る．こうしてクビンヌムの活動は，2001年に

は県の組織内の一プロジェクトとしての位置

づけにすぎなくなってしまう ．

こうしてイェムトランドでは，女性を真正

面に掲げた運動の支援組織は消滅する．ただ

し，クビンヌムの活動がイェムトランド県の

女性のエンパワーメントに大きく貢献してき

たことは事実であるし，その経験は当地の現

在の活動にも間違いなく引き継がれている．

と同時にクビンヌムの活動が解散に至る経緯

は，「必須の三角形」がもっている関係の質の

問題を考える上で興味深い材料を提供してく

れる．

４．まとめ

以上，スウェーデンのなかでも過疎地に位

置するイェムトランド県に焦点をあて，⑴

イェムトランド県が現在の地域的特徴を形成

するに至った経緯，⑵「イェムトランドモデ

ル」と言われる活動スタイルの特徴，⑶イェ

ムトランド県の地域再生運動を支えるシステ

ムとそのスウェーデン的特徴についてみてき

た．以上の分析をふまえて，最後に本稿のま

とめとして以下の点を指摘しておきたい．

第１は，イェムトランド県の住民運動の基

礎には，集落の形成過程を通じて様々な協同

関係が存在していたということである．ヴィ

ヤラーグ（byalag）と呼ばれる集落自治会を

中心とした協同関係，禁酒運動，地域の街灯，

道路，水道ポンプなどの維持・管理のための

協同関係などが地域のなかに蓄積されてお

り，それが1980年代に生じてくる運動の基礎

に存在していた．Westlund and Frobel

（2007）は，活動が生じる以前にすでに当該地
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域に蓄積されていた社会資本を「歴史的社会

資本」（historical social capital）と呼び，そ

れが地方再生過程の初期の段階にきわめて重

要な役割を果たすことを指摘している．まさ

にイェムトランド県はこの「歴史的社会資本」

が豊かに存在する地域であり，それが地域再

生活動が生じてくる基盤となっていたのであ

る．

第２に，イェムトランド県では，この「歴

史的社会資本」を地域のボトムアップな活動

の中で生かしたという点である．Ronnbyが，

1980年段階に生じてくるボランティアグ

ループによる活動を「new-old運動」と性格づ

けたように，この運動はそれまで地域に蓄積

されてきた「歴史的社会資本」を，時代状況

に合わせて再生し，利用したものであった．

ソーシャルキャピタルが，積極的な面だけで

はなく，消極的な面も合わせ持つことはすで

に多くの論者によって指摘されている（Wes-

tlund,2006:27-29）．社会的ネットワークが内

向きに，閉鎖的に作用した場合，地域活動は

保守的になり，地域再生運動にマイナスの影

響を与える場合が多い．しかし，イェムトラ

ンド県では，ボトムアップの活動，つまり地

域に住んでいる人が中心になって，「歴史的社

会資本」を現代的課題への対応策に生かし，

積極的に活用していくことに成功しているの

である．この過程で〝触媒"としてのコミュ

ニティワーカーやプロジェクトリーダーも大

きな役割を担っていた．

第３に，「必須の三角形」が有効に機能した

点である．1990年代には，様々な住民の活動

が成果をあげてくるなかで，「イェムトランド

モデル」と言われる活動スタイルが形成され

ていく．それは「ボトムアップ（グラスルー

ツ）」「パートナーシップ」「ネットワーク」「触

媒作用」をキーワードとする活動スタイルで

ある．このモデルを理論的に支えたのが，「必

須の三角形」と言われるモデルであった．「地

域の動員」「公的サポート」「外的刺激」が互

いに関連し合いながら展開していくことが，

地域活動の成功にとって必要不可欠とされ

た．ソーシャルキャピタル（社会資本）の視

点に立てば，「歴史的社会資本」の上に，この

三角形が効果的に機能しながら生み出されて

くる社会的ネットワークが新たに積み上げら

れていくことになる．

第４は，スウェーデン型とも言える地域再

生運動を支えるシステムについてである．「必

須の三角形」に示されるように，地域再生運

動にとって公的機関によるトップダウン型の

「公的サポート」と大衆運動支援機関によるボ

トムアップ型の「外的刺激とサポート」の果

たす役割は大きい．スウェーデンの場合，「公

的事業機関」と「大衆運動支援機関」が，国

―県―コミューンレベルで相互に関連し合い

ながら地域の再生運動をサポートする体制が

つくられていた．「公的事業機関」に関して言

えば，県やコミューンによるサポートの他，

過疎地を代表するイェムトランド県の県都エ

ステルスンドに Nutek支所や GBVや

ITPSなどの国の機関が配置されていたり，

教育と地域開発に関わる県の機関である

JiLUが設けられるなど，イェムトランド対

応とも呼べる政策がとられている．一方，「大

衆運動支援機関」に関しては，その設立と運

営過程において，国や県など行政機関のリー

ダーシップが目についた．国が地域再生運動

で先駆的な成果をあげた地域の試みを積極的

に吸い上げ，それを全国的に展開していく政

策がとられている．また，設立以後も，とく

に財政的なサポートは引き続き行われ，サ

ポート活動の継続を保障していた．地域再生

運動が目指す方向と国家が目指す方向が，大

きく矛盾することなく同居している国である

がゆえに実現しているとも言える．長い社会

民主党政権のもとで構築されてきたスウェー

デン型のサポート体制とみることができよ

う．

ただし，このスウェーデン型サポート体制
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が常に矛盾なく機能しているというわけでは

ない．その点を５番目に指摘しておきたい．

すなわち，ボトムアップ型の活動がトップダ

ウン型の機関からサポートを受ける場合，前

者が後者から強制されたり，圧力を受けたり

する可能性はあり，また前者が後者に依存し

てしまうといった可能性も存在する．日本の

場合，多くの中間機関が，過度に政府資金に

依存し，政府主導型の関係のなかにはめ込ま

れてしまい，活動の自律性が損なわれている

問題が指摘されている（Tsukamoto, Ni-

shimura,2007）．

スウェーデンの場合には，大衆運動支援組

織が政府の補助金を得る際，政府機関との間

で事前に十分な話し合いが行われる．政府側

から抽象的な目標が設定され，政府の方針に

合わない団体にはお金は出ない．合意が成立

すれば，活動に介入してくることはないが，

結果は求められるし，そのための評価も受け

るという関係が成立している ．つまり，活動

する段階では自律性が保障されているのであ

る．

しかし，こうした関係が崩れる場合もある．

それはクビンヌムの活動の後半に端的に示さ

れている．県行政のプロジェクトとしてス

タートしたこの活動は，当初，「活動形態を自

分達で見つけ出す裁量と，組織や団体間の壁

を気にせずに活動する権利及び義務を有す

る」ことが認められていた．しかし，行政側

の姿勢が変化する中で，官僚的な対応が目立

つようになり，女性たちの現場の活動に枠を

はめるような指導が行われ始め，やがて予算

がカットされ，活動は大幅に縮小されてしま

う．まさに上記の問題が極端なかたちで現れ

た例と言える．スウェーデンにおける公的機

関と大衆支援組織の間の相対的に自立した関

係も，時としてトップダウンの関係に転化し

てしまう危険性は存在しており，現状の自立

した関係が双方の努力によって維持されてい

る面もある．

この問題を，「必須の三角形」の視点からみ

ると，３つの要素間の関係，すなわち双方向

で示されている矢印の関係をより慎重に検討

してみることが必要であることがわかる．現

実には，常に水平で均一な力が働いているわ

けではなく，その関係は常に変化していくも

のである．「必須の三角形」の理論は，ともす

ると３つの角のみが注目されがちであるが，

やはり３つの要素の間にどのような関係が成

立することが望ましいのか，つまり辺（矢印）

によって示される関係の「質」が問われなけ

ればならない．この点に関して，日本の事例

も含め検討していくことは今後の課題とした

い．

付記 本研究は，長年の調査研究に基づく成

果の一部であるが，本年度の研究部分に関し

ては，2008年度札幌学院大学研究奨励金を受

けている．記して感謝の意を表する．

注>

⑴ スウェーデンでは1990年代にはいると，地

域レベルにおける地域政策の実施と調整に関

して，中央官庁から県行政庁への権限の移管が

進み，県行政庁が地域政策の主たる責任を担う

ようになる（穴見，2005）．

⑵ ITPSは政府から与えられた課題を検討す

る機関であるため研究機関には含めなかった．

政府機関にあって，スタッフが自らの問題意識

で研究ができる唯一の研究機関としてはALI

（労働生活研究所）が存在した．ALIは労働生活

の発展と改善を目的とし，研究者と労働生活の

実務家の双方が参加して多様な開発研究を進

めていたが，2007年７月１日をもって閉鎖さ

れている．

⑶ 2008年３月時点で，以上の NUTEKと

GBVと ITPSの３つの機関を再編し，2009年

１月に２つの新しい機関を設立することが決

定した．GBVを分割統合するかたちで，

NUTEKを母体とする国の政策を実践する機

スウェーデン過疎地における地域再生運動と支援システム（下）Vol.18 No.2  11



関と ITPSを母体とする実践したものを評価

する機関の２つを設立することが意図されて

いる．このように GBVが分割され２つの組織

に吸収されてしまうことで，GBVが担ってい

た「過疎地域の人々のために」という任務の優

先順位が下がってしまうのではないかという

懸念が，関係者の間で問題とされていた．

⑷ 市民活動評議会の活動に関しては，Ronnby

（1995，1997），Herlitz（1999），および関連HP，

関係者へのインタビュー結果を参考した．

⑸ イェムトランド県にあるすべての協同組合

がコンパニオンに登録しているわけではない．

表12は中央統計局に登録している協同組合の

数であるため，2006年の数値が269となって

おり，イェムトランド県のコンパニオンへの登

録数222と異なっている．

⑹ コンパニオンの活動に関しては，Grut

（1995），Ronnby（1995，1997），太田（2005a，

2005b）ほか，コンパニオン発行の各種資料や

HP，及び関係者へのインタビュー結果を参考

にした．

⑺ 1990年代にはいると，産業振興策や地域開

発政策の推進において，公共部門と民間部門に

またがるパートナーシップの形成が，国によっ

て奨励されていく（穴見，2006）．

⑻ クビンヌムの活動に関しては，Ronnby

（1995），Braithwaite（2006），Braithwaite

（2001），Forsberg（2002），Lansstyrelsen Jamt-

lands lan（1995）など参照．また，当時のプロ

ジェクトリーダー３名に対するインタビュー，

およびクビンヌムの活動記録や資料も参考に

した．

⑼ イェムトランドの県村活動評議会の関係者

に対する聴き取り調査による．
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